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提出書類 「様式集」（添付３）に従い作成す
ること。なお、賃上げの実施に関する評価
で加点を希望する場合は、下記アのとおり。
ア 賃上げの実施に関する評価
 本評価項目で加点を希望する入札参加
者は、「様式集」（添付３）の様式Ｆ１又
はＦ２の「従業員への賃金引上げ計画
の表明書」（以下「表明書」という。）を
提出すること。表明書は加点を希望する
案件ごとに作成する必要はなく、提出す
る際は表明書の写しで良い。なお、応募
グループが加点を受けるには各構成員に
よる表明が必要である。また、中小企業
等については、表明書と合わせて直近の
事業年度の「法人税申告書別表１」を提
出すること。なお、「中小企業等」とは、
法人税法（昭和40年法律第34号）第66条
第２項又は第３項に該当する者のことを
いう。ただし、同条第５項に該当するも
のは除く。「大企業」はそれ以外の者のこ
とをいう。
 なお、経年的に本評価項目によって加
点を受けようとする場合、事業年度単位
か暦年単位かの選択を前年度又は前年か
ら変えることによって、前年度等に加点
を受けるために表明した期間と、当該年
度等に加点を受けるために表明した期間
が重なり、賃上げ表明の期間と加点を受
ける期間との間に不整合が生じることの
ないよう、賃上げ表明を行う期間は、前
年度等に加点を受けるために表明した期
間と重ならない期間とすること。
 賃上げの実施に関する評価項目で加点
を受けた落札者に対しては、落札者が提
出した表明書により表明した率の賃上げ
を実施したかどうか、当該落札者の事業
年度等が終了した後、速やかに契約担当
官等が確認を行う。本評価項目で加点を
受けた落札者は、以下に示す書類を事業
年度等が終了した後、以下に定める期限
までに提出すること。
ａ 事業年度単位での賃上げを表明した
場合
⒜ 確認方法：賃上げを表明した事業
年度とその前年度の「法人事業概況
説明書」（添付11）の「「10主要科目」

のうち「労務費」、「役員報酬」及び
「従業員給料」の合計額」（以下「合
計額」という。）を「４期末従業員等
の状況」のうち「計」で除した金額
を比較することにより行う。なお、
中小企業等にあっては「合計額」で
比較を行う。
⒝ 提出書類：賃上げを表明した事業
年度及びその前年度の「法人事業概
況説明書」。
⒞ 提出期限：賃上げ実施期間終了月
の月末から３か月以内とする。ただ
し、次に掲げる場合には、それぞれ
に定める期限とする。
・法人事業概況説明書を提出する場
合であって、法人税法（昭和40年
法律第34号）第75条の２の規定に
より、法人税申告書等の提出期限
の延長を行う場合は、同条の規定
により延長された法人税申告書等
の提出期限
・事業年度の開始時よりも前の賃上
げを実施したときから１年間を賃
上げ実施期間とする場合は、事業
年度終了月の月末から３か月以内

ｂ 暦年単位での賃上げを表明した場合
⒜ 確認方法：賃上げを表明した年と
その前年の「給与所得の源泉徴収票
等の法定調書合計表」（添付12）の「１
給与所得の源泉徴収票合計表（375）」
の「俸給、給与、賞与等の総額」
の「支払金額」欄を「人員」で除し
た金額により比較することにより行
う。なお、中小企業等にあっては「支
払金額」で比較を行う。
⒝ 提出書類：賃上げを表明した年及
びその前年の「給与所得の源泉徴収
票等の法定調書合計表」
⒞ 提出期限：賃上げ実施期間終了月
の月末から３か月以内とする。
※上記ａ、ｂの提出書類により賃上
げ実績が確認できない場合であっ
ても、税理士又は公認会計士等の
第三者により、上記基準と同等の
賃上げ実績を確認することができ

る書類であると認められる書類等
が提出された場合には、当該書類
をもって上記書類に代えることが
できる。この場合の提出方法、考
え方及び具体的な例は添付13のと
おりである。

ｃ 提出場所及び提出方法 提出場所及
び提出方法の詳細は、表明書記載の事
業年度等が終了する２週間程度前に、
別途連絡する。
ｄ 賃上げ基準に達していない場合等の
減点 上記の期限までに書類が提出さ
れない場合、上記の確認を行った結果、
加点を受けた落札者が表明書に記載し
た賃上げ基準に達していない場合又は
本制度の趣旨を意図的に逸脱している
と判断された場合は、別途、契約担当
官等が通知する減点措置の開始の日か
ら１年間に、政府調達の総合評価落札
方式による入札公告（公示を含む。）が
行われる入札に参加する場合、総合評
価の加算点から本取組みにより加点さ
れた割合よりも大きな割合（１点大き
な配点）の減点を行う。ただし、以下
の例に示すような天災地変等やむを得
ない事情により賃上げを実行すること
ができなかった者については、減点措
置を課さないこととする。
⒜ 特定非常災害の被害者の権利利益
の保全等を図るための特別措置に関
する法律（平成８年法律第85号）第
２条第１項の規定に基づき指定され
た特定非常災害であって、同法に基
づく特別措置の適用対象となる地域
に主たる事業所が所在する企業につ
いては特別措置が適用される期間は
減点措置を課さないこととする。
⒝ 各種経済指標の動向等を踏まえ、
平成20年のいわゆる「リーマン
ショック」と同程度の経済状況と認
められる場合においては、全国にお
いて減点措置を課さないこととす
る。
⒞ ⒜及び⒝に該当しない場合であっ
ても、次のような自らの責によらな
い場合で、かつ、その事実を客観的

に証する書類※とともに従業員が署
名又は記名・捺印した理由書の提出
があり、契約担当官等が必要ないと
認める場合には減点措置を課さない
こととする。
・自然災害（風水害、土砂災害、地
震、津波、噴火、豪雪等）や人為
的な災害（火災等）等により、事
務所、工場、主要な事業場等が被
災し、事業の遂行が一定期間不可
能となった場合
・主要な取引先の倒産により業績が
著しく悪化した場合
・資材の供給不足等により契約履行
期限の延期等が行われ、契約上の
代価の一部を受領できず資金繰り
が著しく悪化した場合など
※「事実を客観的に証する書類」
とは、罹災証明や契約書類の写
し等を想定しているが、これに
限らない。
※個別具体の天災事変等が⒜及び
⒝に相当すると認められるかど
うかについては、別途周知する。
※⒜から⒞は例示であり、これ以
外の事象等についても別途周知
する可能性がある。なお、応募
グループの場合に、実績確認に
おいて構成員の一部又は全部の
者が未達成となった場合、その
後の減点措置は、未達成となっ
た構成員である企業及び未達成
となった企業を構成員に含む応
募グループに対して行う。

 開札
日時 令和７年１月31日11時00分
場所 〒5408586 大阪府大阪市中央区大手
前３１41 国土交通省近畿地方整備局
大手前合同庁舎10階入札室

４ 総合評価に関する事項
 入札参加者は入札書及び事業計画書をもっ
て入札し、入札価格が予定価格の範囲内であ
る者のうち、以下のによって得られる内容
点と価格点の合計（以下「総合評価値」とい
う。）の最も高い者を落札者とする。
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